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第１ 企業の概況 
 

１．主要な経営指標等の推移 

提出会社の経営指標等      

回 次 第38期中 第39期中 第40期中 第38期 第39期 

会 計 期 間 
自平成10年４月１日 
至平成10年９月30日 

自平成11年４月１日 
至平成11年９月30日 

自平成12年４月１日 
至平成12年９月30日 

自平成10年４月１日 
至平成11年３月31日 

自平成11年４月１日 
至平成12年３月31日 

売上高 (千円) － － 8,086,156 15,325,816 15,593,678 

経常利益 (千円) － － 231,623 447,101 519,762 

中間（当期）純利益 (千円) － － 122,246 190,303 276,034 

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － － － － － 

資本金 (千円) － － 627,700 499,000 627,700 

発行済株式総数 (株) － － 6,620,000 6,070,000 6,620,000 

純資産額 (千円) － － 4,250,293 3,488,890 4,230,772 

総資産額 (千円) － － 14,292,279 13,563,302 13,713,260 

１株当たり純資産額 (円) － － 642.04 574.78 639.09 

１株当たり中間(当期)純利益 (円) － － 18.47 31.35 43.93 

潜在株式調整後１株当た
り中間（当期）純利益 (円) － － － － － 

１株当たり中間(年間)配当額 (円) － － － 5.00 15.00 

自己資本比率 (％) － － 29.7 25.7 30.8 

営業活動による 
キャッシュ・フロー (千円) － － 330,051 － 570,601 

投資活動による 
キャッシュ・フロー (千円) － － △ 302,019 － △ 98,641 

財務活動による 
キャッシュ・フロー (千円) － － 138,797 － △ 358,166 

現金及び現金同等物の中
間期末(期末)残高 (千円) － － 518,591 － 351,762 

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数] (人) 

－ 
［ － ］ 

－ 
［ － ］ 

310 
［ － ］ 

334 
［ － ］ 

323 
［ － ］ 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益は、新株引受権付社債及び転換社債を発行していないた

め記載しておりません。 

３．平成10年８月１日付をもって、500円額面株式１株を50円株式10株に分割しております。 

なお、第38期の１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして計算しております。 

４．当社は中間連結財務諸表及び連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結経営指標等」については

記載しておりません。 

５．第39期の1株当たり配当額には、株式公開記念配当5円を含んでおります。 

６．当社は第40期中間会計期間が半期報告書の提出初年度であるため、第38期中間会計期間及び第39期中間

会計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。 
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２．事業の内容 

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

 

３．関係会社の状況 

 当社は関係会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

 

４．従業員の状況 

(1)提出会社の状況 平成12年９月30日現在 

従業員数 310 人 

 

(2)労働組合の状況 

  労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 
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第２ 事業の状況 
 

１．業績等の概要 

(1)業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、政府による経済政策の効果もあり、ようやく明るさが見えてまいり

ました。しかしながら、リストラ等による雇用情勢の不安から個人消費の伸び悩み等が改善されないなど、業

種によって跛行性があり、依然設備投資に慎重な企業が見られる状況で推移いたしました。 

 一方、私ども建設業界におきましては、一部製造業を中心に投資意欲に改善の兆しが見られましたが回復力

は弱く、また、住宅ローン減税制度の延長により、マンション・戸建住宅着工戸数にその効果が認められたも

のの前年とほぼ横ばいに推移するなど、依然明るさが見えない状況でありました。 

 このような経済環境下にありまして、当社は業容の拡大と業績の確保を目指し、「絶えざる挑戦」を基本方

針に、全社をあげて得意先の新規・深耕開拓に取り組むとともに、拡売セール・提案営業に努めてまいりまし

た。 

 当中間会計期間の商品品目別売上実績は、照明器具類が2,189,896千円（品目別構成比27.1％）、電線類が

2,240,202千円（同27.7％）、配・分電盤類が2,035,920千円（同25.2％）、家電品類が855,965千円(同

10.6％)、コンクリート柱等その他の品目が764,171千円（同9.4％）となりました。 

 この結果、当中間会計期間の売上高は8,086,156千円を計上することができました。 

 一方、損益面におきましては、当事業年度より退職給付会計の導入などによる販売費及び一般管理費の増加

もありましたが、売上高の増収等により経常利益は231,623千円、中間純利益は122,246千円となりました。 

 なお、当半期報告書は、最初に提出するものでありますので、前年同期との対比は行っておりません。 

 

(2)キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、有形固定資産の取得に伴う支出

等がありましたが、税引前中間純利益が229,538千円と増加したこと等により、当中間会計期間末には

518,591千円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、330,051千円となりました。 

 これは主に、売上が好調であったこと等により税引前中間純利益が229,538千円計上されたこと及び仕入債

務の増加、諸引当金の増加等によるものであります。 

（投資活動によるキャシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、302,019千円となりました。 

 これは主に、千葉県松戸市、同船橋市における土地の購入など有形固定資産の取得による支出が、273,726

千円あったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は、138,797千円となりました。 

 これは主に、利益処分による配当金の支払額97,360千円、短期借入金の純減少額250,000千円及び長期借入

れによる収入600,000千円によるものであります。 

 なお、当中間会計期間より「キャッシュ・フロー計算書」を作成しているため、前年同期との比較分析は

行っておりません。 
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２．仕入及び販売の状況 

(1)商品仕入実績 

当中間会計期間の商品仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  （単位：千円） 

 期別 
 
品目 

当中間会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 前 年 同 期 比 

照明器具類 1,847,337 －％ 

電線類 1,752,948 － 

配・分電盤類 1,680,764 － 

家電品類 766,675 － 

その他 539,153 － 

合計 6,586,879 － 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当半期報告書は、最初に提出するものでありますので、前年同期との対比は行っておりません。 

 

(2)商品販売実績 

当中間会計期間の商品販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  （単位：千円） 

 期別 
 
品目 

当中間会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 前 年 同 期 比 

照明器具類 2,189,896 －％ 

電線類 2,240,202 － 

配・分電盤類 2,035,920 － 

家電品類 855,965 － 

その他 764,171 － 

合計 8,086,156 － 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当半期報告書は、最初に提出するものでありますので、前年同期との対比は行っておりません。 

 

３．対処すべき課題 

当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

 

４．経営上の重要な契約等 

該当事項はありません。 

 

５．研究開発活動 

該当事項はありません。 
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第３ 設備の状況 
 

１．主要な設備の状況 

当中間会計期間において、次の土地を取得いたしました。 

なお、同取得地には第41期（平成14年3月期）上半期中に営業所を開設する予定であります。 

平成12年9月30日現在 

（単位：千円） 

帳簿価額 
土地 所在地 設備の内容 建物及び 

構築物 
車両運搬具 

（面積 ㎡） 
その他 合計 

従業員数 
（人） 

摘要 

92,401 
千葉県松戸市 土地 － － 

(491.32) 
－ 92,401 －  

145,898 
千葉県船橋市 土地 － － 

(991.00) 
－ 145,898 －  

 （注）平成12年9月末帳簿価額によっております。 

 

２．設備の新設、除却等の計画 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませ

ん。 

 

 

 



－  － 

 

（7）／ 00/12/20 11:20（00/12/13 11:33）／ 4015162A_2k_92821／第４提出会社／田中商事／半期 

7

第４ 提出会社の状況 
 

１．株式等の状況 

(1)株式の総数等   

種 類 会社が発行する株式の総数 摘 要 

普通株式 24,280,000  

計 24,280,000 － 

     

発 行 数 記名・無記名 
の別及び額面 
・無額面の別 

種類 
中間会計期間末現在 
(平成12年９月30日現在) 

提 出 日 現 在 
(平成12年12月22日現在) 

上場証券取引所名 
又は登録証券業 
協 会 名 

摘 要 

記名式額面株式 
（券面額 50円） 

普通
株式 

6,620,000 6,620,000 日本証券業協会 （注） 

発

行

済

株

式 

計 － 6,620,000 6,620,000 － － 

 （注）発行済株式は、全て議決権を有しております。 

 

(2)発行済株式総数、資本金等の状況  

発 行済株式総数 資 本 金 資 本 準 備 金 
年 月 日 

増 減 数 残 高 増 減 額 残 高 増 減 額 残 高 
摘 要 

 株 株 千円 千円 千円 千円  

平成12年4月1日 
～ 

平成12年9月30日 
－ 6,620,000 － 627,700 － 506,593  

 

(3)大株主の状況  
平成12年９月30日現在 

氏 名 又 は 名 称 住 所 所有株式数 
発行済株式総数に対する 
所 有 株 式 数 の 割 合 

河合日出雄 東京都大田区東雪谷3－14－6 2,593千株 39.18％ 

田中商事従業員持株会 東京都品川区南大井3－2－2 377 5.70 

河合きよ子 東京都大田区東雪谷3－14－6 240 3.64 

河合宏美 東京都大田区東雪谷3－14－6 106 1.60 

遠藤愛子 東京都大田区南蒲田1－1－20－311 98 1.48 

加藤智 東京都品川区東大井1－13－12－607 89 1.35 

尾藤仁 北海道標津郡中標津町東六条北1－1－6 80 1.21 

都築陸郎 東京都大田区東六郷1－7－11－103 78 1.19 

小林武道 北海道札幌市手稲区富丘二条3－5－10 76 1.16 

佐藤幸雄 神奈川県川崎市宮前区有馬2－10－15 71 1.07 

計 － 3,811 57.58 

 

 

株 

株 株
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(4)議決権の状況   
平成12年９月30日現在 

議 決 権 の あ る 株 式 数 
議決権のない株式数 

自 己 株 式 等 そ の 他 
単 位 未 満 株 式 数 摘 要 発

行
済
株
式 － 5,000 6,566,000 49,000 （注） 

 （注）単位未満株式数には、自己株式860株が含まれております。 

所 有 者 の 氏 名 又 は 名 称 等 所 有 株 式 数 

氏 名 又 は 名 称 住 所 自己名義 他人名義 計 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合 

摘 要 

田中商事株式会社 
東京都品川区南大井
三丁目２番２号 5,000 － 5,000 0.08  

自

己

株

式

等 計 － 5,000 － 5,000 0.08 － 

 （注）上記「議決権のある株式数」の「その他」の欄には、証券保管振替機構名義の株券が、1千株含まれており

ます。 

 

２．株価の推移        

月 別 平成12年４月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月 

最 高 
円 
380 

 
360 

 
335 

 
380 

 
347 

 
325 

当該中間会計期間に

おける月別最高・最

低株価 

最 低 
円 
290 

 
291 

 
290 

 
340 

 
300 

 
300 

 （注）最高・最低株価は、日本証券業協会の公表によるものであります。 

 

３．役員の状況 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1)退任役員   

役 名 及 び 職 名 氏 名 退 任 年 月 日 

代表取締役社長兼管理本部長 加藤 智 平成12年10月6日 

 

(2)役職の異動    

新 役 名 及 び 職 名 旧 役 名 及 び 職 名 氏 名 異 動 年 月 日 

代表取締役社長兼管理本部長 取締役（北海道営業部長） 石川 護 平成12年10月6日 

 

 

株 株 株 株 

株 株 株 ％ 
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第５ 経理の状況 
 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、当半期報告書は、最初に提出するものでありますので、前年同期との対比は行っておりません。 

 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間会計期間（平成12年４月１日から平成12年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受けております。 

 その中間監査報告書は、中間財務諸表の直前に掲げております。 

 

３．中間連結財務諸表について 
 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

 

 





－  － 
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中間財務諸表等 

(1)中間財務諸表 

① 中間貸借対照表    
（単位：千円） 

当中間会計期間末 
 

(平成12年９月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成12年３月31日現在) 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 

 （資産の部）   ％  ％ 

Ⅰ 流動資産      

１．現金及び預金  554,591  372,762  

２．受取手形 ※４ 3,460,162  3,404,153  

３．売掛金  2,679,419  2,585,910  

４．たな卸資産  705,296  687,185  

５．繰延税金資産  37,902  29,034  

６．その他  38,861  15,816  

７．貸倒引当金  △ 59,720  △ 41,277  

 流動資産合計  7,416,513 51.9 7,053,586 51.4 

Ⅱ 固定資産      

 １． 有形固定資産      

（１） 建物 ※１.２ 1,587,116  1,632,139  

（２） 土地 ※２ 4,326,846  4,088,546  

（３） その他 ※１ 182,389  179,746  

有形固定資産合計  6,096,351 42.7 5,900,433 43.0 

 ２． 無形固定資産  208,315 1.4 219,289 1.6 

 ３． 投資その他の資産      

（１） 差入保証金・敷金  275,275  267,896  

（２） 繰延税金資産  150,990  108,650  

（３） その他  242,314  204,606  

（４） 貸倒引当金  △ 97,481  △ 41,202  

投資その他の資産合計  571,098 4.0 539,951 4.0 

 固定資産合計  6,875,766 48.1 6,659,674 48.6 

 資産合計  14,292,279 100.0 13,713,260 100.0 

 
 



－  － 
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    （単位：千円） 

当中間会計期間末 
 

(平成12年９月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成12年３月31日現在) 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 

 （負債の部）   ％  ％ 

Ⅰ 流動負債      

１． 支払手形 ※４ 1,575,295  1,471,856  

２． 買掛金  1,870,405  1,690,340  

３． 短期借入金 ※２ 4,310,000  4,523,764  

４． 一年以内返済予定長期借入金 ※２ 297,564  200,600  

５． 未払法人税等  159,448  169,296  

６． 賞与引当金  110,899  91,724  

７． その他 ※３ 188,661  203,463  

 流動負債合計  8,512,274 59.6 8,351,047 60.9 

Ⅱ 固定負債      

１． 長期借入金 ※２ 1,122,670  733,200  

２． 退職給与引当金  －  181,540  

３． 退職給付引当金  186,591  －  

４． 役員退職慰労引当金  220,450  216,700  

 固定負債合計  1,529,711 10.7 1,131,440 8.3 

 負債合計  10,041,986 70.3 9,482,487 69.2 

       

 （資本の部）      

Ⅰ 資本金  627,700 4.4 627,700 4.6 

Ⅱ 資本準備金  506,593 3.5 506,593 3.7 

Ⅲ 利益準備金  113,000 0.8 102,000 0.7 

Ⅳ その他の剰余金      

１． 任意積立金  2,810,000  2,560,000  

２． 中間(当期)未処分利益  193,000  434,478  

 その他の剰余金合計  3,003,000 21.0 2,994,478 21.8 

 資本合計  4,250,293 29.7 4,230,772 30.8 

 負債・資本合計  14,292,279 100.0 13,713,260 100.0 

 

 



－  － 
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② 中間損益計算書    
（単位：千円） 

当中間会計期間 
 

自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

前事業年度の 
要約損益計算書 
自 平成11年４月１日 
至 平成12年３月31日 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 百 分 比 金 額 百 分 比 

    ％  ％ 

Ⅰ 売上高  8,086,156 100.0 15,593,678 100.0 

Ⅱ 売上原価  6,567,959 81.2 12,787,211 82.0 

 売上総利益  1,518,197 18.8 2,806,466 18.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  1,377,990 17.0 2,434,980 15.6 

 営業利益  140,207 1.8 371,486 2.4 

Ⅳ 営業外収益 ※１ 131,382 1.6 259,161 1.6 

Ⅴ 営業外費用 ※２ 39,965 0.5 110,885 0.7 

 経常利益  231,623 2.9 519,762 3.3 

Ⅵ 特別利益  257 0.0 － － 

Ⅶ 特別損失  2,342 0.0 3,964 0.0 

 税引前中間(当期)純利益  229,538 2.9 515,797 3.3 

 法人税、住民税及び事業税  158,500 2.0 261,000 1.6 

 法人税等調整額  △ 51,208 △ 0.6 △ 21,236 △ 0.1 

 中間（当期）純利益  122,246 1.5 276,034 1.8 

 前期繰越利益  70,753  41,996  

 過年度税効果調整額  －  116,447  

 中間(当期)未処分利益  193,000  434,478  

 

 



－  － 
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③ 中間キャッシュ・フロー計算書  （単位：千円） 

当中間会計期間 
 

自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
自 平成11年４月１日 
至 平成12年３月31日 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 金 額 

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー    

 税引前中間(当期)純利益  229,538 515,797 

 減価償却費  93,520 203,775 

 貸倒引当金の増加額  74,721 1,986 

 賞与引当金の増加額（△減少額）  19,174 △ 13,209 

 退職給与引当金の増加額  － 11,006 

 退職給付引当金の増加額  5,051 － 

 役員退職慰労引当金の増加額  3,750 13,400 

 受取利息及び受取配当金  △ 3,405 △ 12,304 

 支払利息  28,304 62,986 

 固定資産除売却損  2,342 3,964 

 固定資産売却益  △ 257 － 

 売上債権の増加額  △ 174,499 △ 103,290 

 たな卸資産の減少額（△増加額）  △ 18,110 17,371 

 差入保証金の減少額（△増加額）  △ 7,322 64,180 

 その他の資産の減少額（△増加額）  △ 5,098 1,103 

 仕入債務の増加額  271,697 105,948 

 その他の負債の増加額  7,885 31,939 

 役員賞与の支払額  △ 3,500 △ 8,000 

 小計  523,792 896,656 

 利息及び配当金の受取額  3,405 12,304 

 利息の支払額  △ 28,798 △ 62,774 

 法人税等の支払額  △ 168,348 △ 275,585 

 営業活動によるキャッシュ・フロー  330,051 570,601 
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 （単位：千円） 

当中間会計期間 
 

自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
自 平成11年４月１日 
至 平成12年３月31日 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 金 額 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金等の預入による支出  △ 15,000 △ 36,000 

 定期預金等の解約による収入  － 36,000 

 有価証券の取得による支出  △ 10,006 △ 11,146 

 有形固定資産の取得による支出  △ 273,726 △ 80,544 

 有形固定資産の売却による収入  942 217 

 貸付けによる支出  △ 727 △ 4,086 

 貸付金の回収による収入  1,056 2,290 

 その他の投資による支出  △ 5,324 △ 6,342 

 その他の投資の回収による収入  767 970 

 投資活動によるキャッシュ・フロー  △ 302,019 △ 98,641 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

 短期借入金の純減少額  △ 250,000 △ 800,000 

 長期借入れによる収入  600,000 500,000 

 長期借入金の返済による支出  △ 113,566 △ 412,600 

 自己株式の取得による支出  △ 275 △ 3,128 

 株式の発行による収入  － 387,750 

 配当金の支払額  △ 97,360 △ 30,187 

 財務活動によるキャッシュ・フロー  138,797 △ 358,166 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額  166,829 113,793 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  351,762 237,968 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高  518,591 351,762 

 

 



－  － 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項   

期  別 
 
項  目 

当中間会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

前事業年度 
自 平成11年４月１日 
至 平成12年３月31日 

１．資産の評価基準及び評価方法 (1)たな卸資産 
商品…移動平均法による原価法に
よっております。 

貯蔵品…最終仕入原価法による原価
法によっております。 

(1)たな卸資産 
同左 

 (2)有価証券 
その他有価証券 
時価のあるもの 
移動平均法による原価法によっ
ております。 

(2)有価証券 
移動平均法による原価法によってお
ります。 

２．固定資産の減価償却の方法 (1)有形固定資産 
 定率法によっております。 
 ただし、平成10年4月1日以降に取
得した建物（附属設備を除く）につ
いては定額法を採用しております。 

(1)有形固定資産 
 法人税法に規定する方法と同一の
基準による定率法によっておりま
す。 
 ただし、平成10年4月1日以降に取
得した建物（附属設備を除く）につ
いては、法人税法に規定する定額法
を採用しております。 
 なお、取得価額が10万円以上20万
円未満の資産については、３年間で
均等償却する方法を採用しておりま
す。 

 (2)無形固定資産 
 定額法を採用しております。 
(なお、営業権は5年間で均等償却し
ております。) 

(2)無形固定資産 
 法人税法に規定する方法と同一の
基準による定額法を採用しておりま
す。 
(なお、営業権は5年間で均等償却し
ております。) 

 (3)長期前払費用 
 定額法を採用しております。 

(3)長期前払費用 
 法人税法に規定する方法と同一の
基準による定額法を採用しておりま
す。 

３．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 
 債権の貸倒による損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しており
ます。 

(1)貸倒引当金 
 債権の貸倒による損失に備えるた
め、法人税法の規定による繰入限度
相当額（実績繰入率）のほか、個別
的に債権の回収可能性を検討して貸
倒見積額を計上しております。 
（追加情報） 
 貸倒引当金は、従来、法人税法の
規定に基づく法定繰入率による繰入
限度額のほか、個別的に債権の回収
可能性を検討して貸倒見積額を計上
しておりましたが、当事業年度にお
いては、同法に基づく実績繰入率が
法定繰入率を上回ったため、実績繰
入率による繰入限度相当額を計上し
ております。 
 この変更により、従来の方法に比
べ、販売費及び一般管理費が2,534
千円増加し、営業利益、経常利益、
税引前当期純利益はそれぞれ同額減
少しております。 

 (2)賞与引当金 
 従業員に支給する賞与の支払に備
えるため、支給見込額基準により当
中間会計期間負担額を計上しており
ます。 

(2)賞与引当金 
 従業員に支給する賞与の支払いに
備えるため、支給見込額基準により
計上しております。 



－  － 
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期  別 
 
項  目 

当中間会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

前事業年度 
自 平成11年４月１日 
至 平成12年３月31日 

 (3)退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるため、
当事業年度末における退職給付債務
の見込額に基づき、当中間会計期間
末において発生していると認められ
る額を計上しております。 
 なお、会計基準変更時差異につい
ては、15年による按分額を費用計上
しております。当中間会計期間にお
いては、年度における計上額の２分
の１を計上しております。 

(3)退職給与引当金 
 従業員に支給する退職金の支払に
備えるため、自己都合退職による期
末要支給額の40％相当額を計上して
おります。 

 
 
 

(4)役員退職慰労引当金 
 役員の退職慰労金の支給に備える
ため、内規に基づく当中間期末要支
給額を計上しております。 

(4)役員退職慰労引当金 
 役員の退職慰労金の支給に備える
ため、内規に基づく期末要支給額を
計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっております。 

同左 

５．中間キャッシュ・フロー計算書
（キャッシュ・フロー計算書）
における資金の範囲 

 中間キャッシュ・フロー計算書に
おける資金（現金及び現金同等物）
は、手許現金、随時引き出し可能な
預金及び容易に換金可能であり、か
つ、価値の変動について僅少なリス
クしか負わない取得日から３ヵ月以
内に償還期限の到来する短期投資か
らなっております。 

 キャッシュ・フロー計算書におけ
る資金（現金及び現金同等物）は、
手許現金、随時引き出し可能な預金
及び容易に換金可能であり、かつ、
価値の変動について僅少なリスクし
か負わない取得日から３ヵ月以内に
償還期限の到来する短期投資から
なっております。 

６．その他中間財務諸表（財務諸
表）作成のための基本となる重
要な事項 

消費税等の会計処理 
 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 
同左 

 

追加情報   

当中間会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

前事業年度 
自 平成11年４月１日 
至 平成12年３月31日 

 （税効果会計） 
 財務諸表等規則の改正により、当事業年度から税効
果会計を適用しております。これに伴い、従来の税効
果会計を適用しない場合と比較し、繰延税金資産
137,684千円（流動資産29,034千円、投資その他の資産
108,650千円）が新たに計上されるとともに、当期純利
益は21,236千円、当期未処分利益は137,684千円多く計
上されております。 

（退職給付会計） 
 当中間会計期間から退職給付に係る会計基準（｢退職
給付に係る会計基準の設定に関する意見書｣（企業会計
審議会 平成10年６月16日））を適用しております。
この結果、従来の方法によった場合と比較して、退職
給付費用が28,785千円増加し、経常利益は28,785千
円、税引前中間純利益は28,785千円減少しておりま
す。 
 また、退職給与引当金181,540千円は、退職給付引当
金に含めて表示しております。 
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当中間会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

前事業年度 
自 平成11年４月１日 
至 平成12年３月31日 

（金融商品会計） 
 当中間会計期間から金融商品に係る会計基準（｢金融
商品に係る会計基準の設定に関する意見書｣（企業会計
審議会 平成11年１月22日））を適用しております。 
 期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、
保有するすべての有価証券をその他有価証券に区分い
たしました。 
 なお、その他有価証券については、投資その他の資
産の「その他」に含めて表示しております。 
 当中間会計期間においては、平成12年大蔵省令第10
号附則第３項により、その他有価証券のうち時価のあ
るものについて時価評価を行っておりません。 
 当中間会計期間末日におけるその他有価証券に係る
中間貸借対照表計上額は25,231千円、時価は43,299千
円、評価差額金相当額は10,479千円、繰延税金負債相
当額は7,588千円であります。 

 

 

注記事項 

（中間貸借対照表関係）   

当中間会計期間末 
（平成12年９月30日現在） 

前事業年度末 
（平成12年３月31日現在） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は次のとおりで
あります。 

2,075,937千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は次のとおりで
あります。 

2,030,453千円 
※２．担保に供している資産及びこれに対応する債務
は次のとおりであります。 

※２．担保に供している資産及びこれに対応する債務
は次のとおりであります。 

(ィ)担保に供している資産 

建物 140,298千円 

土地 566,781 

計 707,079 

(ィ)担保に供している資産 

建物 144,693千円 

土地 566,381 

計 711,074 

(ロ)上記に対応する債務 

短期借入金 246,366千円 

一年以内返済予定長期借入金 228,064 

長期借入金 255,570 

計 730,000 

(ロ)上記に対応する債務 

短期借入金 419,800千円 

一年以内返済予定長期借入金 180,600 

長期借入金 129,600 

計 730,000 

※３．消費税等の取扱い 
 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動
負債の「その他」に含めて表示しております。 

※３．消費税等の取扱い 
 

※４．中間期末日満期手形 
 中間期末日満期手形の会計処理は、手形交換日を
もって決済処理しております。なお、当中間会計期間
の末日が金融機関の休日であったため、次の中間期末
日満期手形が中間期末残高に含まれております。 

受取手形 212,597千円 

支払手形 124,705 
 

※４．期末日満期手形 
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（中間損益計算書関係）   

当中間会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

前事業年度 
自 平成11年４月１日 
至 平成12年３月31日 

※１．営業外収益の主要項目 

受取利息  3,164千円 

仕入割引 117,078 
 

※１．営業外収益の主要項目 

受取利息 11,931千円 

仕入割引 220,991 
 

※２．営業外費用の主要項目 

支払利息 28,304千円 
 

※２．営業外費用の主要項目 

支払利息及び割引料 62,986千円 
 

３．減価償却実施額 

有形固定資産 81,893千円 

無形固定資産 10,973 
 

３．減価償却実施額 

有形固定資産 180,485千円 

無形固定資産 21,946 
 

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）  

当中間会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

前事業年度 
自 平成11年４月１日 
至 平成12年３月31日 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表
に記載されている科目の金額との関係 

（平成12年９月30日現在） 

現金及び現金同等物 554,591千円 

預入期間が３ヵ月を超える定期預金等 △ 36,000 

現金及び現金同等物 518,591 

 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載さ
れている科目の金額との関係 

（平成12年３月31日現在） 

現金及び現金同等物 372,762千円 

預入期間が３ヵ月を超える定期預金等 △ 21,000 

現金及び現金同等物 351,762 
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（リース取引関係）     

当中間会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

前事業年度 
自 平成11年４月１日 
至 平成12年３月31日 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  

(注)取得価額相当額は、未経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。 

(注)取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 

１年内 37,897千円 １年内 37,897千円 

１年超 69,491 １年超 88,440 

合計 107,389 合計 126,338 

(注)未経過リース料中間期末残高相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資産の中間期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

(注)未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

(3)支払リース料及び減価償却費相当額 (3)支払リース料及び減価償却費相当額 

 千円  千円 

支払リース料 18,948 支払リース料 28,673 

減価償却費相当額 18,948 減価償却費相当額 28,673 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 （追加情報） 

前事業年度まで「投資その他の資産」として計上して

いた自社利用のソフトウェアについては、「研究開発

費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」に

基づき、当事業年度からソフトウェアと表示しており

ます。 

 

 取 得 価 額 
相 当 額 

減価償却累計額 
相 当 額 

中間期末残高 
相 当 額 

 千円 千円 千円 

工具・器具・備品 208,317 112,846 95,471 

ソフトウェア 15,891 3,972 11,918 

合計 224,208 116,819 107,389 

 
取 得 価 額 
相 当 額 

減価償却累計額 
相 当 額 

期 末 残 高 
相 当 額 

 千円 千円 千円 

工具・器具・備品 208,317 95,486 112,830 

ソフトウェア 15,891 2,383 13,507 

合計 224,208 97,870 126,338 
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（有価証券関係） 

（当中間会計期間）（平成12年９月30日現在） 
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 
該当するものはありません。 
２．その他有価証券で時価のあるもの 
平成12年大蔵省令第10号附則第３項に基づき、記載を省略しております。 
３．時価評価されていない主な有価証券 
該当するものはありません。 

 

（前事業年度）（平成12年３月31日現在） 

有価証券の時価等 （単位：千円） 

種 類 貸 借 対照表計上額 時 価 評 価 損 益 

流動資産に属するもの    

株式 3,128 1,934 △ 1,194 

債券 － － － 

その他 － － － 

小計 3,128 1,934 △ 1,194 

固定資産に属するもの    

株式 15,224 27,593 12,368 

債券 － － － 

その他 － － － 

小計 15,224 27,593 12,368 

合計 18,353 29,527 11,174 

 （注）１．時価の算定方法は、次のとおりであります。 
(1)上場有価証券…主に東京証券取引所の最終価格によっております。 
(2)店頭売買有価証券…日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。 
２．流動資産の株式は、自己株式であります。 
３．開示対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額 
該当事項はありません。 

 

（デリバティブ取引関係） 

当中間会計期間（平成12年９月30日現在） 
当社は､デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 
前事業年度（自 平成11年４月1日 至 平成12年３月31日） 
当社は､デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 
 

（持分法損益等） 

当中間会計期間（自 平成12年４月1日 至 平成12年９月30日） 
当社は､関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 
前事業年度（自 平成11年４月1日 至 平成12年３月31日） 
当社は､関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 
 

（１株当たり情報）    

当中間会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

前事業年度 
自 平成11年４月１日 
至 平成12年３月31日 

１株当たり純資産額 642円04銭 １株当たり純資産額 639円09銭 

１株当たり中間純利益 18円47銭 １株当たり当期純利益 43円93銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額につ

いては、新株引受権付社債及び転換社債を発行していな

いため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、新株引受権付社債及び転換社債を発行していな

いため記載しておりません。 

 

（重要な後発事項） 

該当事項はありません。 
 

(2)その他 

該当事項はありません。 
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第６ 提出会社の参考情報 
 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1） 有価証券報告書及び
その添付書類 

事 業 年 度 
（第 39 期） 

 自 平成11年４月１日 
 至 平成12年３月31日 

平成12年６月29日 
関東財務局長に提出 

(2） 臨時報告書 
  平成12年10月6日 

関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する総理府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づく臨時報告書であ

ります。 
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第二部 提出会社の保証会社等の情報 
 

 

該当事項はありません。 
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